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ザルダーリー新政権の困難な船出

なか にし よし ひろ お だ ひさ や

中 西 嘉 宏・小 田 尚 也

概 況

２００８年はパキスタンにとって大きな転換点となる年であった。２月に実施され

た総選挙で与野党の逆転が起きた。選挙に勝利して第１党になったパキスタン人

民党（PPP）は，８月にパキスタン・ムスリム連盟ナワーズ派（PML－N）と大統領

弾劾の手続きに入ることで合意した。それを受けてムシャラフは議会での弾劾決

議の可決を待たずに自ら辞任を表明した。９月初旬，ザルダーリーが大統領選挙

に勝利し，新大統領に就任した。こうして約９年続いた軍事政権の時代は終焉し，

パキスタンは再び民主制の時代に入った。しかし，イスラマバードの高級ホテル

で大規模な爆弾テロが発生したのをはじめ，ターリバーン，アル・カーイダなど

によるテロが活発化するなど，新政権の船出はきわめて困難なものだった。

また，経済成長の減速が顕著となった１年でもあった。農業部門，工業部門が

伸び悩むとともに，国際収支バランスやインフレ等，マクロ経済環境が急速に悪

化した。大幅な経常収支赤字をカバーするために外貨準備を取り崩し，年初１３０

億ド
ルを超えていた外貨準備（中央銀行分）は，１０月末には３５億ド

ルまで落ちこんだ。

１１月，パキスタンは国際通貨基金（IMF）に支援を求め，総額７６億ド
ルのスタンドバ

イ融資が承認された。

対外関係では，米パ関係，印パ関係が悪化した。パキスタン政府の「テロとの

戦い」への取り組みを疑問視していたアメリカ政府は，２００８年７月を境にアメリ

カ軍によるアフガニスタンからの越境攻撃を本格化させた。対してパキスタン政

府は主権の尊重をくり返し訴えたものの，聞き入れられることはなかった。印パ

関係は１１月末までは比較的良好に推移した。複合的対話第５段階が７月に始まり，

１０月には約６０年ぶりとなるカシミール停戦ライン越えトラック交易が実現した。

しかし，１１月末のムンバイ・テロで両国間の関係は険悪なものに変わった。パキ

スタン政府が事件に関連するイスラーム過激派組織の捜査・摘発を行ったことで
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最悪の事態は免れたが，両国間の対立が収まることはなかった。その一方で中パ

関係は経済面を中心に親密さを深めた。

国 内 政 治

総選挙と与野党逆転

２月１８日にパキスタン連邦下院議会議員選挙（以下，総選挙）が，４州の地方議

会選挙と合わせて実施された。投票所に対するテロなど治安上の不安があったも

のの，大きな混乱はなく，総選挙の投票率は前回から２．７％上がって４４．６％にな

った。結果は，大方の予想どおり，与野党逆転であった（表１）。

改選前に１７０議席を持っていた与党パキスタン・ムスリム連盟カーイデ・アー

ザム派（PML－Q）は，全３４２議席中５３議席を獲得するにとどまった。同じく与党で

あった統一民族運動（MQM）は，改選前の１７議席から２５議席と議席数を増やした

ものの，与党全体として全議席の２５％も取ることができず，惨敗という形に終わ

党名／州
連邦直轄
部族地域
（FATA）

イスラマ
バード

北西
辺境州

パンジャ
ーブ州

シンド州
バローチ
スタン州

非ムスリ
ム議席

議席数
合計

得票率
（％）

PPP
PML－N
PML－Q
MQM
ANP
MMA
PML－F
BNP－A
PPP－S
NPP
無所属

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
１１

０
２
０
０
０
０
０
０
０
０
０

１３
５
６
０
１３
４
０
０
１
０
１

６２
８１
３５
０
０
０
１
０
０
０
３

４０
０
５
２４
０
０
４
０
０
１
１

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
２

４
３
２
１
０
０
０
０
０
０
０

１２５
９１
５３
２５
１３
７
５
１
１
１
１８

３６．８
２６．８
１５．６
７．４
３．８
２．１
１．５
０．３
０．３
０．３
５．３

合 計 １１ ２ ４３ １８２ ７５ １７ １０ ３４０ １００
（注）定数は３４２である。ただし FATAの１選挙区で選挙が延期され，また，パンジャーブ州でも１選挙

区の結果が出ていないため議席数の合計は３４０である。
PPP：パキスタン人民党，PML－N：パキスタン・ムスリム連盟ナワーズ派，PML－Q：パキスタン・
ムスリム連盟カーイデ・アーザム派，MQM：統一民族運動，ANP：大衆民族党，MMA：統一行動
評議会，PML－F：パキスタン・ムスリム連盟機能派，BNP－A：バローチスタン民族党アワミ派，PPP
－S：パキスタン人民党シェ－ルパ－オ派，NPP：民族人民党。

（出所）パキスタン選挙委員会（http : //www.ecp.gov.pk/NAPosition.pdf）より筆者作成。

表１ ２００８年下院議員選挙結果

２００８年のパキスタン
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った。両党は，ムシャラフ大統領の議会運営を支えてきた勢力であり，今回の総

選挙は大統領の権力基盤を大きく掘り崩すものになった。

対して勝利を収めたのがパキスタン人民党（PPP）である。過半数には及ばなか

ったものの，３４２議席中１２５議席と第１党の地位を獲得した。かつての党首ベーナ

ズィール・ブットー元首相の人気が，２００７年１２月２７日の暗殺でさらに高まり，PPP

への国民の支持を拡大することになった。第２党になったのは，前回の選挙で敗

北を喫したパキスタン・ムスリム連盟ナワーズ派（PML－N）である。１８議席から

９１議席へと躍進をとげた。選挙前の世論調査などから，PML－Qの与党からの転

落と PPPの第１党獲得は予想されていたが，PML－Nが議席数を９１に伸ばしたこ

とは予想外であり，驚きをもって迎えられた。それと対照的に議席を大幅に減ら

したのがイスラーム主義６政党の連合である統一行動評議会（MMA）である。

２００２年選挙では対テロ戦争への国民の反発などから多くの票を集めたが，今回，

５９議席から７議席にまで議席数を減らしてしまった。その一方でパシュトゥーン

人地域に支持基盤を持つ大衆民族党（ANP）が北西辺境州を中心に１３議席を獲得した。

４州の地方議会選挙でも PML－Qの弱体化が顕著に表れた。そもそも２００２年選

挙の時点で PML－Qが第１党だったのはパンジャーブ州だけだったが，今回の選

挙ではそのパンジャーブ州でも３７０議席中８４議席（前回２０９議席）しか獲得できず，

第１党の座を PML－N（１７０議席獲得）に明け渡す結果となった。シンド州は従来

から PPPが強い地域であるが，総選挙同様，PPPは今回大きく票を伸ばし１６６議

席中９３議席を獲得した。北西辺境州では２００２年にはMMAが過半数の議席をと

る躍進をみせたが，今回は１２４議席中１４議席と敗北した。かわって世俗的な地方

政党である大衆民族党（ANP）が票を伸ばして第１党になり（４８議席），人民党がそ

れに続いた（３０議席）。バローチスタン州でもMMAは第１党の地位を失い，PML－

Qがそれにかわった。ただし，獲得した議席数は全議席の約３０％と過半数には及

ばなかった。

不安定な連立内閣

総選挙の結果を受けて，２月２１日，PPPと PML－Nが連立内閣案に原則合意し

た。３月９日には，新議会発足後１カ月以内の最高裁判事の復職と，２００２年の憲

法改正で強化された大統領権限の縮小について合意が成立した。続いて３月２４日，

PPP副議長のユースフ・ラザ・ギラーニが首相に就任した。首相はただちに首

相令を出し，イフティカル・チョードリー前最高裁長官ら前年解任された最高裁

ザルダーリー新政権の困難な船出
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判事の自宅軟禁を解除した。さらに，２９日の議会演説では，治安対策，社会経済

対策といった従来からの懸案に加えて，非常事態宣言により規制された報道の自

由の回復を約束するなど，ムシャラフ大統領を終始支持した前内閣との違いを印

象づけた。組閣にはやや手間取ったものの，下院の議席割合に応じた両党間の閣

僚ポスト配分で決着し，３月３１日に２４名の新閣僚が就任した。与党には ANPも

参加しているが，閣僚ポストの配分はなかった。

これにより，ムシャラフ大統領の政権運営はますます困難になることが予想さ

れた。かつて権力基盤だった国軍についても，２月の総選挙前に行政機構に出向

中の将校を国軍に戻すよう政府に要請するなど，カヤニ陸軍参謀長が政治不介入

の姿勢を明確に示していた。しかも，ムシャラフ大統領は，前年１１月に非常事態

宣言を発令して憲法を一時的に停止し，自分にとって不利な判決を出しかねない

最高裁長官を解任し，さらに報道や集会の自由を大幅に制限したなかで再選して

いる。その正統性が疑問視されても不思議ではなかった。総選挙前にアメリカの

調査機関が行った世論調査でも「ムシャラフ大統領は辞任すべきか」の問いに７５％

の回答者が「辞任すべき」と答えるなど，大統領の支持基盤はかなり脆弱になっ

ていた。大統領の交代，すなわち憲法４７条にもとづく大統領弾劾の手続きが議会

で始まるのも時間の問題かと思われた。

ところが，PPPと PML－Nの連立が間もなくして行き詰まってしまった。最大

の問題は元最高裁判事の復職問題であった。ナワーズ・シャリーフ PML－N党首

は，PPPとの連立交渉以来，新議会発足から１カ月以内に解任された最高裁判

事を復職させることを求めてきたものの，実現しなかった。その後もシャリーフ

党首は，４月２５日には同月３０日までの復職を，５月２日には同月１２日までの復職

を明言することで PPPに対して圧力をかけた。しかし，ザルダーリー PPP共同

議長は判事の復職は憲法改正と合わせて行うべきという方針を貫き，復職を先延

ばしにした。それに対してシャリーフ党首は，判事の復職と憲法改正とを関連づ

けることはムシャラフ大統領の「違法行為」を追認することになると反発した。

また，現職判事の留任や，憲法改正での最高裁判事の権限などをめぐって両党の

意見の隔たりは大きかった。シャリーフ党首は５月１０日に１２日までに判事復職が

実現できなければ連立内閣からの離脱することを示唆したが，結局，期限内の判

事の復職はならず，１３日には PML－N所属の９名の閣僚が辞任して連立はあえな

く解消された。

２００８年のパキスタン
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ムシャラフ大統領の辞任

不安定な連立内閣はムシャラフ政権の延命につながるとも思われた。しかしな

がら，そもそも PPPだけでは下院の過半数を確保できない。また，大統領弾劾

には上下両院議員による合同審議で３分の２以上の賛成が必要であり，憲法改正

には上下両院それぞれの議員の３分の２の賛成が必要であったため，PPP，PML－

N両党の閣外協力は維持された。５月２４日には最高裁長官の任期を５年とするこ

とで両党間に合意が成立し，６月３日には PPPの憲法修正案にもとづいて協議

する共同委員会の設置にも合意している。解任判事の再任の時期をめぐって意見

対立はあったが，大統領解任や憲法改正という争点での利害は一致していた。

６月８日，PML－Nが１０項目の訴追案（非常事態宣言による国軍参謀長宣誓違

反，国家汚職廃絶局による脅迫や拷問など）を発表し，大統領弾劾に向けて動き

始めた。８月７日には PPPと PML－Nが大統領弾劾プロセスの開始に合意し，

大統領に対して弾劾決議前の辞任をうながした。下院での弾劾動議提出に先んじ

て，１１日にパンジャーブ州議会で大統領不信任動議が３２１対２５の賛成多数で可決

された。１２日には北西辺境州議会で同様の動議が提出され，１０７人の議員が不信

任動議を支持し，反対はわずか４人だけだった。１３日のシンド州議会ではもはや

議員の誰ひとりとして大統領を支持しなかった。１６日には下院での弾劾決議案が

与党によって準備される。それを受けて，８月１８日，ムシャラフはついに大統領

職からの辞意を表明した。

辞任表明演説でムシャラフは自らの政権を振り返り，２００７年１２月までの経済的

な成果を強調するとともに，与党の示した弾劾理由には何ら信憑性はないが，大

統領弾劾プロセスの開始によるパキスタン政治経済および国際的評価への悪影響

を慮って身を引く決断をしたと語った。１９９９年１０月１２日の無血クーデタから約９

年間続いたムシャラフ政権はこうして終焉を迎えた。独立以来，軍政と民政の交

代をくり返してきたパキスタンは，再び軍政の時代から民政の時代に入ることに

なった。

新大統領ザルダーリーの誕生

９月６日，大統領選挙が実施された。パキスタンの大統領選挙は上下両院議員

と４州議会議員の投票による間接選挙である。州議会議員の票は議席数が最も少

ないバローチスタン州に合わせた６５票ずつが各州に割り当てられる。したがって，

バローチスタン州以外の３州については，６５票に各州議会の選挙での候補者の得

ザルダーリー新政権の困難な船出
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票率をかけ合わせたものが票数としてカウントされる。

PPPはザルダーリー共同議長を大統領候補に選出した。対して PML－Nはスィ

デーキー・サイードゥザマン元最高裁長官を擁立し，PML－Qはムシャヒド・フ

サイン事務総長を候補者にした。選挙は事実上，ザルダーリーとサイードゥザマ

ン両候補の一騎打ちであった。結果はザルダーリーが３分の２以上の得票数にあ

たる４８１票を獲得して勝利をおさめた。サイードゥザマンは PML－Nの牙城であ

るパンジャーブ州議会では過半数の票を得たものの，上下両院や他州議会では伸

び悩んだ。

ザルダーリーは１９５６年生まれの５３歳で，シンド州の政治家一族出身である。

１９９０年に下院議員に初当選し，妻であるベーナズィール・ブットーが首相の時代

には環境大臣や投資大臣を歴任している。ブットー内閣が倒れた１９９６年に汚職や

殺人などの容疑で起訴され，２００４年まで身柄の拘束が続いた（恩赦により釈放）。

スペイン，スイス，イギリスでもマネーロンダリング容疑で捜査対象になった経

験を持つ。多額の賄賂を要求することから「ミスター１０％」と呼ばれるなど，決

して評判のよい政治家だったわけではない。ところが，２００７年１２月のブットー暗

殺後，長男を PPPの党首に据え，自ら共同議長に就任したことでザルダーリー

は一躍パキスタン政治の主役になった。亡き妻の遺志を継ぎ，２月の選挙で PPP

を勝利に導き，その後の PML－Nとの連立をめぐる駆け引きや大統領弾劾でも中

心的人物として動いた。そして，ついに大統領選挙に勝利したわけである。９月

２００８年のパキスタン
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９日，大統領就任宣誓式が行われ，ザルダーリーは第１２代大統領に就任した。

新大統領の船出は困難なものだった。その優先課題は「テロとの戦い」と経済

危機への対処であった。そのため，大統領選挙前まで PPPと PML－Nの間で盛

んに行われていた連立をめぐる交渉は棚上げにされた。これには，ザルダーリー

が大統領に就任したことで，それまで憲法改正による大統領権限の縮小を求めて

いた PPPの動きが鈍ったことも影響している。１１月３日に内閣の拡大があった

が，そこに PML－N議員の名前はなかった。連邦大臣２２人，国務大臣１８人が新た

に任命されて，閣僚は合計で５５人になった。閣僚のほとんどを PPP党員が占め，

その他の政党からは ANPが４人，パキスタン・ムスリム連盟機能派（PML－F）が

２人，イスラーム聖職者協会ファズルッ派（JUI－F）が１人，バローチスタン民族

党アワミ派（BNP－A）が１人，そして無所属議員が４人入閣しただけであった。

結局，総選挙後の政局で最大の懸案事項であった解任判事の再任問題と憲法改正

問題は，新大統領就任後，ほとんど進展をみせなかった。

激しさを増すテロ

２００７年に活発化したテロは，２００８年にはさらに勢いを増すことになった。１月

１０日にラホールの地方高等裁判所近くで起きた自爆テロで２４人が死亡したのを皮

切りに，１月１日から１０週間で２５０人以上がテロの犠牲になった。年間の死者数

は２８００人近くに達し，２００７年の約２１００人から大幅に増加した。また，２００３年のテ

ロによる死者数が２００人にも満たなかったことを考えると，この５年でいかにパ

キスタンの治安状況が悪化しているかがわかる。

総選挙前には，政治集会を狙ったテロが相次いだ。２月９日，北西辺境州チャ

ルサダでの ANPの集会での自爆テロで２７人が死亡した。１６日には，同州パルチ

ナルでの PPPの集会で自爆テロが起き，４７人が死亡した。要人を狙ったテロも

頻発した。２月２５日にラーワルピンディーで陸軍将校を狙った自爆テロが起きて

軍医総監が犠牲になった。要人の殺害は未遂に終わったが，民間人の死傷者が出

たテロ事件としては，同じくラーワルピンディーで９月３日に首相公用車に２発

の銃弾が撃ち込まれた事件，１０月２日の北西辺境州で ANP総裁を狙った自爆テ

ロ，パンジャーブ州バッカルで１０月５日に起きた PML－N所属の下院議員を狙っ

た自爆テロなどがある。

要人や外国人を狙ったテロとして最も大規模だったのが，９月２０日にイスラマ

バードのマリオットホテルで起きた自爆テロであった。約５００kg の爆薬を積んだ
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自動車がホテルのゲートに突っ込み，爆発した。直径２０m，深さ８mのクレーター

を痕跡として残すほど，その爆発は強力なもので，爆炎が客室に燃えうつったた

めに被害はさらに拡大し，最終的には６０人が死亡し，２６０人が負傷した。政府当

局は犯行の手法からアル・カーイダによるものと推測しているが，

フェダイーン・イスラームという組織が犯行声明を出すなどいまだ不明な点が多

く，事件の全容解明には至っていない。

そのなかで，北西辺境州の州都ペシャーワルの状況はターリバーンの影響力拡

大の象徴であろう。大きなテロとしては，９月６日にペシャーワル郊外で起きた

自爆テロがある。ピックアップトラックが警備にあたっていた警察官をはねなが

ら検問所に突進し，爆発した。これにより３６人が死亡した。また，１２月５日にも

市街の市場近くに止めてあった車が爆発して少なくとも３５人が犠牲になっている。

外国人を狙いうちにしたテロも発生した。１１月には，１２日に援助団体職員のアメ

リカ人が殺害された。翌１３日にイラン総領事館員が誘拐され，１４日には日本の朝

日新聞支局長が銃撃を受けて負傷している。

都市部でのテロの背景には，連邦直轄部族地域（FATA）と北西辺境州でのター

リバーンおよびアル・カーイダの存在がある。２００７年７月から本格化したターリ

バーンとアル・カーイダによるパキスタン軍へのジハード（聖戦）は今年も続いた。

そのうち，８月２１日にイスラマバード近郊の軍需工場で起きた自爆テロでは６７人

もの死者が出た。対して政府は武力攻撃と交渉の両面からの解決を目指してきた。

武力による攻撃では，約１３万人の兵力をアフガニスタンとの国境に配備し，大規

模な掃討作戦を実施した。８月からの掃討作戦で軍は FATAのバジョール地区

だけで１０００人以上の武装勢力メンバーを殺害した。停戦交渉については，２月６

日に，前年末のブットー元首相暗殺の首謀者とされるバイトゥラ・メフスード率

いるテリク・エ・ターリバーンが政府との停戦を一方的に発表した。４月２３日に

もメフスードは自身の指揮下にある武装勢力に対して北西辺境州および部族地帯

での攻撃停止を一方的に指示した。メフスードとの間で停戦交渉を行っているこ

とを政府は否定し，結局和平も実現しなかったが，両者間に接触があることをう

かがわせた。北西辺境州では５月２１日に州政府とスワートに拠点を置くター

リバーン系武装勢力との和平が成立している。

ムンバイ・テロと過激派の摘発

１１月２６日から２９日朝にかけてインドのムンバイで同時多発テロが発生した。イ
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ンドの捜査当局は，事態収拾の直後からパキスタンに拠点を置くイスラーム過激

派組織の関与を指摘した。さらに，逮捕された実行犯がイスラーム過激派組織ラ

シュカル・エ・トイバ（LeT）の犯行であることを自供した。インド政府はパキス

タン政府に対して捜査と容疑者の引き渡しを求めた。パキスタン政府は，容疑者

の引き渡しについては拒否したものの，１２月７日には LeTの拠点を攻撃・制圧

し，司令官ザキ・ウル・レーマン・ラクビーを含む２０名以上の関係者を拘束した。

翌８日には，カシミール問題をめぐってインドでのテロをくり返してきたイ

スラーム過激派組織ジェイシェ・ムハンマド（JM）の指導者マスード・アズハル

を自宅軟禁下に置いている。さらに１１日から１２日にかけて，LeTの「慈善団体」

であるジャマート・ウル・ダワー（JD）の事務所などを一斉捜査し，全国で１００以

上の関連施設を閉鎖させるとともに，５０名以上の関係者を逮捕した。

こうしたパキスタン治安当局の過激派組織に対する攻勢は，緊張が高まってい

た印パ関係にとってプラスに作用しただけでなく，国内治安にとっても意義があ

るものだった。しかし，パキスタンの状況がより困難なことを示したのは，この

１２月上旬の過激派摘発と同時期に，ペシャーワルに拠点を置くターリバーンが，

北大西洋条約機構（NATO）や米軍を中心とした連合軍の補給基地を相次いで襲撃

し，２００台以上におよぶ兵站用輸送車両を破壊した事件である。複雑な国際関係

のなかで，今後も政府とターリバーン，アル・カーイダとの攻防は続きそうである。

（中西）

経 済

２００７／０８年度の経済──低迷する製造業，悪化する貿易収支，インフレの進行

治安悪化と政情不安の継続，さらにマクロ経済環境の急速な悪化のなかで，

２００７／０８年度（２００７年７月～２００８年６月）のパキスタン経済は実質 GDP成長率

５．８％を記録した。ドル・ベースでみた場合，１人当たり所得は，前年度の９２６ドル

から１０６５ドルに増加し，初めて１０００ドルを超えた。通年で５％以上の成長となったも

のの，一方で成長の減速傾向が顕著であり，とくに下半期の経済活動は，国内政

治の混乱，国内外の経済環境の悪化を受け，落ち込んだ。

セクター別の成長率は，農業部門１．５％，鉱工業部門４．６％，そしてサービス部

門８．２％であった。GDPに占める割合が５割以上あるサービス部門が比較的高い

成長率を遂げたことで，農業部門の低成長を補うことが可能となった。
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５４８



農業部門の低成長は，２大主要作物である綿花と小麦のマイナス成長（それぞ

れマイナス９．３％，マイナス７％）による。天候不順や水問題に加え，政府の価格

政策の遅れ，また原油高騰で肥料価格が上昇し，肥料使用量が減少したことなど

が影響した。主要穀物である小麦の場合，収穫減とアフガニスタンやインドへの

密輸が影響し，２００７／０８年度中に１８０万トン以上を海外から輸入する事態となった。

鉱工業部門では，建設業が対前年度比で１５％以上の成長を示したが，大規模製

造業を含むその他の部門は低調に終わった。とくに２００３／０４年度から３年間，２

桁成長を遂げ，パキスタンの経済成長に大きく貢献した大規模製造業の成長率は

４．８％という低い数字となった。主要製造業である繊維産業は原料となる綿花の

収穫減少や主要輸出先のアメリカの景気後退，中国やバングラデシュとの競合な

どが影響した。自動車をはじめとする耐久消費財製造業は，原料費増加による価

格増と政策金利引き上げにともなうローン金利上昇による買い控えで伸び悩んだ。

製造業全体の成長の妨げとなったのが電力不足である。電力供給が需要に追い

ついておらず，製造ラインの操業停止や頻繁な停電による作業中断など，経済に

与える影響は甚大であった。また電力不足は製造業だけでなく，人々の日常生活

にとっても深刻な問題となっている。度重なる停電に対して，都市部で暴動が発

生するという事態もみられるなど，政情不安定化の引き金となりうる。政府は，

電力需要の増加する夏に，商店の夜９時閉店など電力使用の制限や夏時間の導入

などを実施したが，これらは電力不足解消の根本的な解決策とは成り得ない。発

電能力の拡大を基本とする抜本的な電力改革の実施が喫緊の課題である。

サービス部門は２００７／０８年度も堅調であり，前年度を上回る成長を示した。卸

小売業や金融・保険業が成長に貢献した。とくに金融・保険業は対前年度比

１７．０％の高い成長を達成した。しかし，このうち７割近い成長は中央銀行による

付加価値創出であり，民間金融部門による貢献は限定的であった。その他，総選

挙関連や，FATA，北西辺境州でのテロ対策への支出増加がサービス部門の成長

を押し上げる要因でもあった。

輸出は前年度の１６９億７６３０万ド
ルから１９０億５２３０万ド

ルへと１２．２％の伸びを示した。

主要輸出品の繊維製品はマイナス成長（対前年度比１．９％減）であったが，コメの

輸出が対前年度比で６０％以上の増加となり，輸出増加分の約３分の１を稼ぎ出し

た。その他，セメント（同１１．７％増），石油製品（同１０．４％増）がシェアを伸ばした。

輸入は前年度の３０５億３９８０万ド
ルから３９９億６５５０万ド

ルへと３０．９％増加し，輸出の伸び

をはるかに上回った。輸入急増の最大の要因は国際的な原油価格の高騰である。
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原油・石油製品輸入は対前年度比５５．１％増で，輸入増の約４４％を占めた。その他，

小麦粉，パーム油など食料品輸入も大幅な増加を記録した（同５５．２％増）。この結

果，貿易収支は２０９億１３２０万ド
ルと過去最大の赤字となった。

海外労働者からの送金は引き続き堅調で，対前年度比１７．４％増の６４億４８８４万ド
ル

を記録した。とくに原油価格の高騰に沸く湾岸諸国からの送金が２５％以上の伸び

であった。しかしながら大幅な貿易赤字が響き，経常収支は過去最高額の１４０億

３６００万ド
ル（同１０４％増）となった。

政情不安，治安悪化にもかかわらず海外からの直接投資（FDI）は前年度より微

増の５１億５３００万ド
ルであった。一方，間接投資は前年度の３２億８３００万ド

ルから３６００万ド
ル

へと大幅な減少となった。とくに２００７／０８年度下半期は３億ド
ル以上の資本流出と

なり，最終的には大幅な経常収支赤字を海外からの資本流入で埋めることができ

ず，外貨準備の取り崩しが行われた。

２００７／０８年度，とくに同年度下半期（２００８年１～６月）は物価上昇が加速した。

２００６／０７年度の消費者物価指数（CPI）の増加率は平均７．８％であったが，２００７／０８

年度は１３．４％となった。対前年度同月比でみた場合，CPIは２００７年６月（２００６／０７

年度末）の７．０％から２００８年には２１．５％に上昇している。この要因として，供給面

では国際的な原油価格や食糧品価格の高騰，また国際収支悪化にともなうルピー

の減価，需要面では，財政赤字の大幅拡大とそれを補�するための中央銀行によ
る借り入れなどが挙げられる。

２００８／０９年度上半期の経済──急速に悪化する経済環境

２００８／０９年度上半期（２００８年７～１２月）の経済は，２００７／０８年度下半期以降の不調

ぶりが継続した。不安定な治安状況，国際収支不均衡や高インフレといったマク

ロ経済環境が悪化したことに加え，アメリカのサブプライム問題に端を発する世

界的な金融危機といった国内外の要因が重なり合い，成長減速がますます顕著な

ものとなった。また２００８／０９年度予算作成段階で，連立をめぐる対立から PML－N

のイシャク・ダール財務大臣が辞職することとなり，しばらくの間，財務大臣が

実質不在の状態が継続したことが，経済運営のうえで大きな痛手となった。

２００８／０９年度上半期終了時点で，年次計画で設定された GDP成長率５．５％とい

う目標は達成不可能な状態であり，２００８／０９年度の成長率は３％台という低い水

準となる見込みである。セクター別でみた場合，大規模製造業の落ち込みが激し

い。２００７／０８年度７月から１１月までの同部門の成長率は６．９％であったが，２００８／０９
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年度の同時期ではほぼすべての業種がマイナス成長となり，大規模製造業全体で

はマイナス５．５７％を記録した。この要因としては，電力不足による生産ラインの

停止やインフレ対策としての度重なる政策金利引き上げによる投資の減少や購買

意欲の減退などが影響したと考えられる。

インフレは２００８／０９年度に入っても，減速する兆しがみえない。対前年度同月

比でみた場合，上半期の CPI増加率は２３～２４％台で推移している。２００８年秋以

降の原油価格急落の国内価格への影響は，ルピーの減価と補助金削減による電気

料金や燃料費の値上げにより相殺された形となっている。ルピーは２００８年１月の

１ド
ル＝６２．４ルピー から同年１２月末には１ド

ル＝７８．９ルピー へと２５％以上，価値を下げた。イ

ンフレ対策として，中央銀行は２００７／０８年度以来，５度の政策金利（３日物レポ・

レート）引き上げを実施している。１１月１２日には１３％から１５％へと一挙に２％も

の引き上げが実施された。

国際収支バランスの不均衡は依然，継続している。海外労働者送金が増加傾向

にあるものの，輸入の伸びが輸出の伸びを上回り，経常収支赤字は２００７／０８年度

上半期と比較すると，２０％以上拡大し，７２億６９００万ド
ルの赤字となった。しかし，

月別データでみた場合，赤字額は１０月の２１億７２００万ド
ルから１１月には８億ド

ル，１２月

には４億５８００万ド
ルへと減少し，原油価格急落の影響が現れている。今後，この傾

向が持続すれば，パキスタンの国際収支バランスの改善が見込まれる。

IMF融資

既述のとおり，２００８年，パキスタンの国際収支バランスは大きく悪化した。以

前は貿易収支の赤字を海外からの労働者送金と資本流入で埋め合わせ，外貨準備

を積み上げていくという状態であったが，貿易収支が原油価格の高騰や食糧輸入

により，過去最大の赤字を記録するとともに，間接投資が純流出に転じるなど，

外貨の需給バランスが大きく変化し，外貨準備の取り崩しが急速に進んだ。２００７

年１２月末時点で１３０億６０１０万ド
ルあった中央銀行保有分の外貨準備は，２００８年１０月

末には３５億３４００万ド
ルにまで減少した（図１）。これは輸入額の１カ月分を若干超え

るほどの水準である。

パキスタンの外貨繰りが悪化するなか，信用格づけ会社であるスタンダード・

アンド・プアーズ社（S&P）やムーディーズ社は，２度にわたってパキスタン政府

ソブリン債格づけ引き下げを行った。１０月に行われた２度目の引き下げでは，た

とえば S&P社の場合，「B」からより投機的要素が高い分類である「CCC＋」へ

２００８年のパキスタン
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IMF融資開始

と引き下げられた。これに加え，サブプライム問題による世界金融危機の影響も

重なり合い，パキスタンを取り巻く対外環境は一段と厳しいものとなった。

このような状況下においては，IMFへの融資申し込みは必至であったが，パ

キスタン政府としては，同融資は避けたいものであった。それは融資と引き替えに

課せられる条件（コンディショナリティ）により，経済政策の自由度が奪われ，パ

キスタン独自の経済運営が困難になるからである。そのため，ザルダーリー大統領

は積極的に友好国であるサウジアラビアや中国等へ支援を求めた。最終的にこれ

らの友好国からの支援は実現せず，１１月１５日，パキスタンと IMFは総額７６億ド
ルに

上る２３カ月間のスタンドバイ融資に基本合意した（IMF理事会承認は同月２４日）。

融資条件としては，金融引き締めの継続，緊縮財政と中央銀行借入による財政

赤字補�の禁止，電気料金等への補助金削減・撤廃等が課せられた。今後，この
ような条件下で，いかに冷え込んだ経済を立て直していくか，注目されるところ

である。 （小田）

対 外 関 係

対アメリカ関係

２００８年，米パ関係は大きく動揺した。アメリカによる越境攻撃がその原因であ

る。アメリカ国内では，悪化するアフガニスタン情勢もあって，前年から「テロ

図１ 外貨準備高の推移

（注） 外貨準備は中央銀行保有分のみ。
（出所） 中央銀行ホームページより（http://www.sbp.org.pk）筆者作成。
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との戦い」に対するパキスタン政府の協力姿勢について懐疑的な意見が出ていた。

２００８年に入って，アメリカ政府の対パキスタン政策は大きく変わっていく。１

月２４日，ロバート・ゲーツ国防長官が，パキスタン政府との合意さえあれば，ア

メリカ軍にはパキスタン領内で合同軍事作戦を行う準備があることを示唆した。

２月９日にはパキスタンを訪問したマイケル・マレン米統合参謀本部議長が，大

統領や陸軍参謀長との会談で，今後，パキスタンやアフガニスタンに派遣するア

メリカ軍のトレーナーおよびアドバイザーの数を増やすことを表明した。こうし

た動きの背景に，パキスタン軍をてこ入れし，「テロとの戦い」の実効性を高め

ようとする狙いがあることは明白だった。ただ，この時点では，マレン議長もア

メリカ軍単独によるパキスタンへの侵入・攻撃の意図はないことを明言していた。

ところが，６月１１日，アフガニスタンに駐留しているアメリカ軍主導の多国籍

軍が FATAのモーマンド地区にある国境監視所を空爆した。パキスタン政府は

この空爆で将校を含む１１人の軍兵士が死亡したと発表し，多国籍軍を強く非難し

た。それに対して，多国籍軍はあくまで武装集団を狙ったものだと主張した。そ

の直後の１３日にシャン・メフムード・クレシー外相がライス米国務長官とパリで

会談した際，ライス長官は犠牲者に哀悼の意を示したものの，空爆が誤爆である

ことは認めなかった。クレシー外相も今後のアメリカ軍の行動に関する情報共有

を求めるにとどめ，互いに同盟関係の持続を確認し合って会談を終えた。これで

事態は収束するかに思えたが，その後の展開はむしろ逆だった。

６月１５日，アフガニスタンのカルザイー大統領がターリバーン掃討のためには

パキスタン領内への越境攻撃も辞さないと発言した。７月１２日には，マレン・ア

メリカ軍統合参謀本部議長がカヤニ陸軍参謀長との会談において，パキスタン領

内からアフガニスタンへ攻撃を続けている武装勢力に対するパキスタン軍の対応

が不十分であることを指摘し，不快感を表明した。その直後の１３日には，アフガ

ニスタン国境のアフガン領内でアメリカ軍の駐屯地が武装勢力による攻撃に遭い，

１０人のアメリカ軍兵士が殺害された。この事件が直接のきっかけかどうかは不明

だが，この時期からアメリカ軍によるパキスタン領内への越境攻撃が頻発するよ

うになる。

７月２８日，アメリカ軍が FATAの南ワジーリスタンにミサイル攻撃を行った。

モスクに隣接した家屋にミサイル３発が着弾した。アル・カーイダのメンバーで，

生物化学兵器の専門家であるアブ・ハバブ・アルマスリを狙ったものだった。数

日後，アル・カーイダは，アルマスリら幹部４人が２８日のミサイル攻撃で死亡し
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たと発表した。９月３日にも，アフガニスタン駐留アメリカ軍が再び越境攻撃を

行った。未明に３機の攻撃用ヘリと特殊部隊がアフガニスタン側から国境を越え，

南ワジーリスタンの都市ワナの西３０kmにある村に侵入，１軒の家を攻撃して２０

人を殺害した。９月８日にも北ワジーリスタンでアル・カーイダ幹部を狙った無

人偵察機による空爆が行われ，武装勢力のメンバーを含む２０人近くが殺害された。

アメリカ軍による越境攻撃の増加は，とくに FATAの国境地帯における武装

勢力活発化とそれに対するパキスタン政府の対応の鈍さに不満を蓄積させたブッ

シュ政権の決断によるものだった。９月１０日付の『ニューヨーク・タイムズ』に

よると，ブッシュ米大統領はパキスタン政府による事前承認なしでアメリカ軍が

パキスタン領内へ攻撃を行うことを７月の時点で許可していたという。記事のな

かには，ある政府高官の言葉として「部族地域の状況は耐えられるものではない」

「我々はもっと攻撃的にならなければならない」といった発言が引用されている。

９月１１日，カヤニ陸軍参謀長は月例の司令官会議でアメリカ軍による越境攻撃

を強く非難し，パキスタン軍だけがパキスタン領内で軍事作戦を遂行する権限が

あると主張した。２０日に大統領就任後初の演説を行ったザルダーリー大統領も，

演説のなかでアメリカ軍の領土侵犯に対する不快感を表明した。２３日のニューヨ

ークでの首脳会談で，ブッシュ大統領はザルダーリー大統領の主権尊重の訴えに

対して，アメリカはむしろパキスタンの主権を守る手伝いをしたいのだと返答し

た。アメリカ軍はこの首脳会談の直前にも，北ワジーリスタンでターリバーンの

元司令官を標的とした無人偵察機による空爆を実施した。越境攻撃へのパキスタ

ン国民の反発は非常に強く，政府はくり返しアメリカに抗議している。たとえば，

１１月３日にパキスタンを訪れたデヴィッド・ペトレイアス米中央軍司令官に対し，

ザルダーリー大統領は，越境攻撃は逆効果であり，国民の政府に対する不信感を

生み出していると訴えた。しかし，ペトレイアス司令官が越境攻撃の中止を約束

することはなかった。こうして，パキスタン政府の抗議を無視する形で，アフガ

ニスタンからパキスタン領内へのアメリカ軍による越境攻撃は続いた。

対インド関係

２００６年，２００７年と印パ関係は改善する傾向にあった。２００８年に入ってもそれは

続いた。両国間の信頼醸成措置の一環として，２月４日には印パ両国の安全保障

関係のシンクタンクが研究者の交流や軍事情報の交換に合意した。複合的対話第

４段階交渉も５月２０日の次官級検討会議，２１日の閣僚級検討会議をもって終了し
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た。（１）信頼醸成措置を含む平和と安全保障，（２）ジャンムー・カシミール問題，

（３）シアチェン氷河問題，（４）シール・クリーク問題，（５）ウラール堰問題，（６）テ

ロと麻薬問題，（７）経済協力，（８）多分野での交流促進，の８項目について議論が

交わされ，今後も交渉を継続していくことが確認された。

７月初旬にアフガニスタンのインド大使館前で大規模な車両爆弾テロが起きた。

インド政府がこのテロへのパキスタン軍統合情報局の関与を指摘したことで，一

時両国間に緊張が走ったが，７月２１日からは複合的対話第５段階が開始された。

さらに９月２４日にはザルダーリー大統領がニューヨークでマンモハン・シン印首

相と首脳会談を行った。その成果として，１０月２０日にはカシミール地方で約６０年

ぶりとなる停戦ラインを越えるトラック交易が始まっている。パキスタンからは，

農産品や靴などを積んだ１０台以上のトラックがムザッファラバードを出発し，イ

ンドのシュリーナガルに向かった。停戦ラインの両側は歓迎ムードに包まれたと

いう。１１月下旬までは，テロ問題に関する不安を抱えながらも，経済交流を中心

に両国関係は概して友好的なものだったといってよい。

ところが，１１月２６日に起きたインド・ムンバイでの同時多発テロが状況を一変

させる。テロ事件では最高級ホテルや高級レストランが標的となり，１７２人が命

を失った。事件が終結したのは２９日の朝だったが，その前日の２８日時点で，ムカ

ルジー印外相はインドを訪問中だったクレシー外相に対し，事件にはパキスタン

を拠点とするテロ組織が関与していると抗議して迅速な対応を求めた。続けて１２

月１日にはシャキール・アーマド印副内相が実行犯が全員パキスタン人であるこ

とを明らかにし，さらに同日インド政府は，LeTの指導者ハフェズ・サイードを

はじめとした容疑者の拘束と身柄の引き渡しをパキスタン政府に要求した。この

要求に対してギラーニ首相は，インド側の提示した証拠が不十分であることを指

摘しつつも，２日には合同捜査機関の設置を提案し，捜査への協力姿勢を示した。

印パ両国間の緊張がにわかに高まったため，１２月３日，ライス・アメリカ国務

長官がインドを訪問して仲裁をはかった。シン首相らと会談したライス長官は，

パキスタン政府に早急かつ透明性のある捜査協力を促した。長官は翌日にパキス

タンを訪れてザルダーリー大統領らと会談し，今回の事件に対してパキスタン政

府が真摯に対応していることを評価するとともに，国際的な協力姿勢こそが問題

解決につながると進言した。このアメリカの動きがどれほど両国の緊張緩和に貢

献したのかは不明だが，パキスタン政府は７日からイスラーム過激派組織の捜索

と関係者の拘束を始めた。しかし，９日，クレシー外相は，これはあくまでパキ
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スタン国内の捜査であり，インドに容疑者を引き渡すことはないと改めて言明し

た。さらに外相は印パ間の戦争は望まないと述べつつも，インドから「戦争がし

かけられれば，わが国も準備はできている」と好戦的な発言をしており，両国間

の関係がもはや友好ムードではないことをうかがわせた。１３日にはインド空軍戦

闘機がカシミールのパキスタン空域２カ所に侵入し，パキスタン軍もアフガニス

タン国境からインド国境に一部の部隊を移動させるなど，両国間の緊張が続いた

まま２００８年は幕を下ろした。

２００８年は年末になって印パ関係に近年になく緊張が走った。それでも，４度目

の印パ戦争という最悪のシナリオを避けることはできた。それは，２００１年

にニューデリーの国会議事堂正門前でパキスタン人の武装グループ５人が銃を乱

射した事件をきっかけに軍事的緊張が高まって以来，両国が地道に友好関係を築

いてきたことの成果であるだろう。また，パキスタン政府が比較的迅速にイスラー

ム過激派組織の摘発に乗り出したことがインド側から一定の評価を引き出す結果

にもなった。ただ同時に，ムンバイ・テロは両国間に横たわる主要な問題がいま

や変わりつつあることを示した事件でもあった。すなわち，現在の最重要問題は，

もはやカシミール領有問題ではなく，国内のテロ勢力を独力では根絶できないパ

キスタン政府の統治能力の限界にある。

対中国関係

２００８年は，米パ関係，印パ関係が悪化したのとは対照的に，中パ関係は大きく

進展した年であった。相互依存がますます高まる経済面では，２月９日に中国政

府の支援を受けたネーラム・ジェーラム水力発電プロジェクト（１億３０００万ルピ
ー 規

模）が発表された。１０月１４日には，ザルダーリー大統領が中国を訪問した。胡錦

濤中国国家主席，温家宝中国首相らと会談し，インフラ，電気，通信，農業，工

業，鉱業，貿易等に関する１２の協定や議定書などを取り交わした。そのなかには

２０１１年までの両国間の貿易額を現在の約７０億ド
ルから１５０億ド

ルに倍増させることを

目指した新たな自由貿易協定（FTA）が含まれている。さらに，１７日には，クレシー

外相が２基の新しい原子力発電所の建設に協力することで中国政府と合意したこ

とを発表した。新原発の建設により，電力の供給量は現在の４２５MWから２０３０年

までに８８００MWまで増加すると推計されている。この計画は国内の電力不足を

解消するための手段であると同時に，２００７年に米印間で締結された米印原子力協

力協定に対抗するものでもあった。ただし，中国政府が印パ間の核開発競争の激
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化とアメリカの反応を警戒したのか，中パ首脳会談の共同声明に原発開発関係の

協定は盛り込まれなかった。

政治面でもパキスタンの親中国姿勢は明らかである。３月のチベット動乱時に

はチベットが中国の不可欠の一部であるとして中国政府の対応をいち早く支持し，

中国の主権と領土的統合を侵害する活動への反対を表明した。軍事面でも，４月

には２００５年に発注された中国製 F２２－Pフリゲート艦４隻が納入された。また，

９月２４日には，カヤニ陸軍参謀長が北京を訪問して，外交を担当している戴秉国

国務委員や人民解放軍幹部と会談し，中パの戦略的関係の重要性を確認した。

（中西）

２００９年の課題

２００９年はザルダーリー大統領の政権運営能力が問われる年になるだろう。大統

領就任後に棚上げにした，大統領権限の縮小をともなう憲法改正を実現し，解任

判事の復職問題を解決しなければ，PML－Nの協力を得ることはできず，議会運

営は不安定になる。また，急速に悪化している治安状況と経済状況の改善がなけ

れば，PPPへの国民の支持が急速に失われることも十分に考えられる。

経済面では不透明感が漂う。経済成長が減速するなか，補助金や開発予算削減

の緊縮財政や高金利政策といった IMFの処方箋がどこまで有効なのか。補助金

削減やルピー減価により，２００９年も物価上昇傾向は継続し，国民生活は圧迫され

るであろう。経済面で新政権に対する国民の期待は高かっただけに，失望も大き

いであろう。有効な経済政策を導入し，結果が出せるかどうか，ザルダーリー政

権の正念場である。

対外関係では，パキスタン政府の「テロとの戦い」への協力姿勢が注目される。

頻発するアメリカ軍の越境攻撃に対する国民の反発は根強く，政権はアメリカ政

府の意向と国内のナショナリズムとの間で難しい舵取りを迫られる。対インド関

係についても，ムンバイ・テロ後停滞している両国間関係をいかにして立て直し

て対話を再開させるかが大きな課題になるだろう。

（中西：地域研究センター）

（小田：立命館大学准教授）
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１月２日

▲

選挙委員会，総選挙を１月８日か

ら２月１８日に延期と発表。

１０日

▲

ラホールの高等裁判所近くで自爆テ

ロ。２４人死亡。

１５日

▲

アフガニスタン，パキスタンとの国

境を一時的に封鎖。

１６日

▲

ペシャーワルで自爆テロ。１２人死亡。

１９日

▲

ムシャラフ大統領，アラブ首長国連

邦（UAE）のヘリーファ大統領と会談。

２１日

▲

大統領，スイス，ベルギー訪問（～

２７日）。ダボスで開催の世界経済フォーラム

に出席。２３日にはライス米国務長官と会談。

▲

経済調整委員会，アフガニスタンへの小

麦の輸出禁止を決定。

２４日

▲

ゲーツ米国防長官，パキスタン軍と

の合同軍事作戦の可能性を示唆。

２月１日

▲

中央銀行（SBP），政策金利を０．５％

引き上げ，１０．５％に。

４日

▲

印パ，安全保障に関する情報交換の

促進に合意。

６日

▲

ターリバーン指導者バイトゥラ・メ

フスード，停戦を一方的に宣言。

９日
▲

北西辺境州（NWFP）チャルサダで開

催の大衆民族党（ANP）集会で自爆テロ。２７

人が死亡。

▲

マレン米統合参謀本部議長，米軍のパキ

スタンへの侵入・攻撃の可能性なしと発言。

１１日

▲

連邦直轄部族地域（FATA）で在アフ

ガニスタン・パキスタン大使が誘拐される。

▲

陸軍，行政機構に出向中の全将校を軍隊

に戻すよう政府に要請。

１６日

▲

NWFPミンゴーラの陸軍メディア

センターで自爆テロ。２人死亡。

▲

NWFPパルチナルで開催されたパキス

タン人民党（PPP）集会で自爆テロ。４７人死亡。

１８日

▲

総選挙実施。PPP，３４２議席中１２５議

席獲得で第一党に。

２１日

▲

PPPとパキスタン・ムスリム連盟

ナワーズ派（PML─N），連立政権樹立に合意。

２４日

▲

武装勢力，ペシャーワルの検問所を

攻撃。警備隊員が３人死亡。

２５日

▲

ラーワルピンディーで陸軍将校を狙

った自爆テロ。８人死亡。

２６日
▲

前年１０月のブットー元首相暗殺未遂

容疑者のアル・カーイダのメンバー逮捕。

２９日

▲

ミンゴーラで自爆テロ。３８人死亡。

３月２日

▲

FATAのダッラ・アダムヘルのジ

ルガで自爆テロ。４２人が死亡。

４日

▲

ラホールの海軍学校で自爆テロ。４

人死亡。

▲

政府，FATAの部隊に米軍将校を派遣す

るという米軍の要請を拒否。

６日

▲

カヤニ陸軍参謀長，新内閣と民主的

プロセスへのサポートを約束。

９日

▲

PPP,PML─Nが中央政府とパンジャ

ーブ州での連立政権樹立に合意。

１２日

▲

ラホールで自爆テロ。２６人が死亡。

１７日

▲

南ワジーリスタンで米軍機による空

爆。９名死亡。

１８日

▲

国会開始。

２４日

▲

Y・R・ギラーニ，首相に就任。

２９日

▲

首相，議会で就任後初の演説。

３１日

▲

２４名の新閣僚が就任。

４月８日

▲

カラチ証券取引所（KSE）株価指数

KSE１００，史上最高値の１万５６７６ポイントを

記録。

１７日

▲

政府，ガソリン，ディーゼル燃料の

価格を１リットル当たり３ルピ
ー 値上げ。

２２日

▲

PPPと PML─N，解任裁判官の復職

に関する委員会設置で合意。

▲

政府，アメリカから３６機の F１６購入。

２３日

▲

ターリバーン指導者メフスード，

重要日誌 パキスタン ２００８年
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FATAと NWFPでの活動の即時停止を指示。

２５日

▲

N・シャリーフ PML─N党首，４月

３０日までに解任判事を復職させるべきと発言。

２８日

▲

ザルダーリー PPP共同議長，判事

の復職は憲法改正と合わせて行うべきと発言。

５月２日

▲

シャリーフ PML─N党首，判事復

職問題で，５月１２日までの復職を明言。

▲

高村外務大臣，パキスタン訪問（～４日）。

１０日

▲

シャリーフ PML─N党首，判事復職

が実現できない場合，内閣から離脱と発言。

１３日

▲

PML─Nが連邦内閣から離脱。９名

の連邦閣僚が辞任。

１５日

▲

スタンダード・アンド・プアーズ

（S&P），パキスタン政府債格づけを B＋から

Bに引き下げ。２１日にはムーディーズが同格

づけを B１から B２に引き下げ。

１７日

▲

誘拐されていた在アフガニスタン・

パキスタン大使が解放される。

１８日

▲

首相，エジプト訪問。世界経済フォ

ーラム中東会議出席（～２０日）。首相，ブッシ

ュ米大統領と会談。

２０日

▲

イスラマバードで印パ複合的対話第

４段階交渉開催（～２１日）。

２１日
▲

NWFP政府，スワートに拠点を置

くターリバーン系勢力と和平協定締結。

２２日

▲

SBP，政策金利を１２％に引き上げ。

２３日

▲

PPP，憲法修正案を発表。

２４日

▲

PPP，最高裁長官の任期を５年とす

ることで PML─Nと合意。

２６日

▲

R・P・アシュラフ水利・電力大臣，

カラバーグダムプロジェクトの延期を発表。

６月１日

▲

政府，節電のために夏時間導入。

また商店の閉店時間を夜９時と定める。

２日

▲

イスラマバードのデンマーク大使館

前で自爆テロ。８人死亡。

３日

▲

PPPと PML─N，憲法修正案協議の

ために「共同委員会」設立を合意。

８日

▲

PML─N，大統領弾劾のための１０項

目の訴追案発表。

１０日

▲

ザルダーリー PPP共同議長，サウ

ジアラビアのファイサル外相と会談。

１１日

▲

連邦政府予算発表。

▲

アフガン駐留米軍主導多国籍軍，FATA

モーマンド地区警備隊国境監視所を爆撃。

１３日

▲

クレシー外相，パリでライス米国務

長官と会談。

１５日
▲

カルザイー・アフガニスタン大統領，

パキスタンへの越境攻撃を示唆。
▲

PML─N，大統領弾劾決議案提出表明。

２３日

▲

ラホール高等裁判所，シャリーフ

PML─N党首の下院補選立候補を不適格と判

決。

２６日

▲

下院，州議会議員補欠選挙実施。

２９日

▲

軍，FATAに潜伏するターリバーン

への掃討作戦を開始。

７月６日

▲

イスラマバードで自爆テロ。

７日

▲

首相，開発途上８カ国（D８）首脳会

議出席のためマレーシアへ（～８日）。

▲

駐アフガニスタン・インド大使館で車両

爆弾テロ。６０人以上が死亡。インド政府，パ

キスタン軍統合情報局（ISI）の関与を指摘。

１１日

▲

外相，ニューヨークで潘基文国連事

務総長と会談。

１２日

▲

カヤニ陸軍参謀長，マレン米国統合

参謀本部議長と会談。

１３日

▲

パキスタン国境アフガン領内で米軍

基地が襲撃される。米軍兵士１０人死亡。

１７日

▲

ターリバーン指導者メフスード，

NWFP政府に５日以内の退陣を要求。

２１日

▲

ニューデリーで印パ複合的対話第５

段階開始。

２２日

▲

PML─N，解任判事の復職期限を８

月１５日にすると PPPに通告。

２７日

▲

首相，アメリカ訪問（～３０日）。ブッ

パキスタン
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シュ米大統領と会談（２８日）。

２８日

▲

米軍，FATA南ワジーリスタンにミ

サイル攻撃。アル・カーイダ幹部４人死亡。

３０日

▲

SBP，政策金利を１３％に引き上げ。

８月２日

▲

首相，コロンボでの南アジア地域

協力連合（SAARC）首脳会議に出席（～３日）。

４日

▲

KSE１００，１万ポイントを割り込む。

７日

▲

ザルダーリー PPP共同議長とシャ

リーフ PML─N党首が，大統領弾劾で合意。

８日

▲

PML─N，４名の閣僚復帰を決定。

１１日

▲

パンジャーブ州議会，大統領不信任

動議を可決。１２日に NWFP議会，１３日にシ

ンド州議会でも同動議可決。

▲

ペシャーワルで空軍バスに対する自爆テ

ロ。１３人死亡。

１８日

▲

ムシャラフ大統領，辞任表明。

１９日

▲

NWFPのデラ・イスマイル・カー

ンで自爆テロ。３２人死亡。

２１日

▲

イスラマバード近郊の軍需工場で自

爆テロ。６７人死亡。

２３日

▲

PPP，次期大統領候補としてザルダ

ーリー PPP共同議長を決定。

２５日
▲

PML─N，連立政権離脱を表明。ス

ィデーキー元最高裁長官を大統領候補に決定。

２８日

▲

NWFPバンヌーで爆弾テロ。１５人

以上死亡。

▲

KSE，株価の下値制限を導入。

９月３日

▲

アフガン駐留米軍，南ワジーリス

タンのアフガン国境付近で越境攻撃。

▲

首相公用車，ラーワルピンディー近郊で

２発の銃撃を受ける。

５日

▲

政府，電気料金を平均１８％値上げ。

６日

▲

大統領選挙実施。ザルダーリー PPP

共同議長勝利。

▲

ペシャーワルで自爆テロ。３６人死亡。

８日

▲

FATA北ワジーリスタンで米軍の無

人偵察機による空爆。２０人近く死亡。

９日

▲

ザルダーリー，新大統領に就任。

１１日

▲

陸軍参謀長，司令官会議で米軍によ

る越境攻撃を強く非難。

１４日

▲

大統領，イギリス訪問（～１６日）。ブ

ラウン首相と会談（１６日）。

２０日

▲

大統領，施政方針演説。

▲

イスラマバードのマリオットホテルで自

爆テロ。６０人死亡。

２２日
▲

大統領，国連総会出席のためにアメ

リカ訪問（～２６日）。滞在中，ブッシュ大統領

（２３日）。シン印首相（２４日）と会談。

２４日

▲

陸軍参謀長，北京で戴秉国国務委員

や人民解放軍幹部と会談。

２６日

▲

国連本部で，「パキスタンにおける

フレンズ・グループ」創設会議開催。

２８日

▲

外相，ワシントンで第３回米パ戦略

的パートナーシップ会議出席。

２９日

▲

政府，小麦の政府支持価格を４０kg

当たり９５０ルピー に大幅値上げ。

３０日

▲

アジア開発銀行，パキスタン経済支

援に５億ド
ルの融資を決定。

１０月２日

▲

NWFPで A・W・カーン ANP総

裁を狙った自爆テロ。４人死亡。

５日

▲

パンジャーブ州バッカルで下院議員

を狙った自爆テロ。２５人死亡。

６日

▲

S&P，パキスタン政府債の格づけを

CCC＋に引き下げ。

１０日

▲

FATAで反ターリバーン系部族ジル

ガを標的とした自爆テロ。１１０人死亡。

１４日

▲

大統領，訪中（～１７日）。胡錦濤国家

主席（１６日），温家宝首相（１７日）と会談。

２０日

▲

カシミール地方で停戦ラインを越え

るトラック交易開始。

２３日

▲

首相，中国訪問（～２５日）。北京での

アジア欧州会合（ASEM）に出席（～２５日）

２７日

▲

イスラマバードでパキスタン・アフ

ガニスタン合同ジルガ開催。
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２８日

▲

ムーディーズ，パキスタン政府債の

格づけを B３に引き下げ。

２９日

▲

クエッタの北東約６０kmを震源にマ

グニチュード６．４の地震が発生。

３１日

▲

節電対策の夏時間終了。

１１月２日

▲

南ワジーリスタンの検問所で自爆

テロ。８人死亡。

▲

ペトレイアス米中央軍司令官来訪（～４日）。

３日

▲

連邦内閣拡大。

４日

▲

大統領，サウジアラビア訪問（～５

日）。アブドゥラ国王と会談。

▲

FATAのバジョール地区のジルガで自爆

テロ。１６人死亡。

１１日

▲

ペシャーワルで自爆テロ。４人死亡。

▲

大統領，国連総会主席のためニューヨー

クへ（～１３日）。

１２日

▲

ペシャーワルで外国人を狙ったテロ

が連続発生。援助団体職員の米国人殺害（１２

日），イラン総領事館員誘拐（１３日），朝日新

聞支局長銃撃，負傷（１４日）。

▲

SBP，政策金利を２％引き上げ，１５％に。

１５日

▲

IMF，パキスタンへの融資に基本合

意。総額７６億ド
ル。２４日，IMF理事会承認。

１７日
▲

アブダビで第２回「パキスタンにお

けるフレンズ・グループ」開催。

１９日

▲

バンヌーで米軍による越境攻撃。

２４日

▲

大統領，UAE訪問（～２５日）。

２６日

▲

インド・ムンバイで同時多発テロ

（～２９日）。インド政府，パキスタン人の関与

を指摘，パキスタン政府に捜査と容疑者の引

き渡しを要求。

２８日

▲

政府，国家安全保障会議の廃止決定。

２９日

▲

カラチ市の北西部で民族間の抗争。

５０人以上が死亡。

１２月３日

▲

マレン米統合参謀本部議長来訪。

大統領と会談。翌４日，ライス米国務長官来

訪。大統領と会談。

５日

▲

大統領，トルコでのパキスタン，ト

ルコ，アフガンニスタン３カ国会議に参加。

▲

ペシャーワルでテロ。３５人死亡。

７日

▲

軍，ラシュカル・エ・トイバ（LeT）

の拠点を急襲し，２０名以上を逮捕。

▲

ペシャーワルで NATO軍の補給用トラ

ック約１００台がターリバーン系武装勢力によ

って破壊。翌８日にもトラック約１００台破壊。

８日
▲

非合法組織ジェイシェ・ムハンマド

（JM）指導者マスード・アズハルを自宅軟禁。

１１日

▲

ネグロポンテ米国務副長官来訪（～

１２日）。大統領と会談。

▲

治安当局，LeTの「慈善団体」であるジ

ャマート・ウル・ダワー（JD）事務所等一斉

捜査（～１２日）。

▲

国連のアル・カーイダおよびターリバー

ン制裁委員会，LeT，JDに対して制裁措置。

１３日

▲

インド空軍戦闘機，アーザード・カ

シミールのパキスタン空域２カ所に侵入。

１４日

▲

ブラウン英首相来訪。対テロ対策で

９００万ド
ルの支援を表明。

▲

KSE，株価の下値制限の撤廃。

▲

政府，中国との軍事協力に合意。

１６日

▲

大統領官邸で，パキスタン・中国第

３回ハイレベル会議開催。

２１日

▲

アメリカ，パキスタンへの軍事援助

の３億ド
ル増額を表明。

２２日

▲

南ワジーリスタンに米軍の無人機に

よる越境攻撃。武装勢力８人死亡。

２５日

▲

パキスタン軍，カシミール停戦ライ

ン付近に一部の部隊を移動。

２７日

▲

南部シンド州，B・ブットー元首相

の追悼式典に１０万人以上参加。

２８日

▲

NWFPブネルの下院補欠選挙投票

所で自爆テロ。３６人が死亡。

パキスタン
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大統領

軍 最高裁判所
イスラーム上告法廷

連邦イスラーム裁判所

高等裁判所

連邦議会
上院・下院

首相
閣僚会議

計画委員会

州知事
内閣府

州首相
州閣僚会議

州議会

外務省

国防省

軍需産業省

内務省

経済問題・統計省

商業省

繊維省

鉄道省

投資省

石油・天然資源省

水利・電力省

食糧・農業省

工業・生産省

畜産・酪農省

財務・歳入省

科学技術省

情報技術・通信省

情報・放送省

逓信省

港湾・海運省

麻薬統制省

人権省

郵政省

カシミール問題・
北方地域省

議会問題省

辺境地域省

少数民族省

法務・司法省

州間調整省

特別イニシアティブ省

民営化省

法務
長官

教育省

文化省

観光省

労務・人材省

在外パキスタン人省

保健省

社会福祉・
特殊教育省

人口福祉省

地方自治体・農村
開発省　　　　　

環境省

宗教問題省

スポーツ省

ザッカート・ウシュル省

青少年問題省

女性開発省

住宅・公共事業省

計画開発省

◯１ 国家機構図（２００８年１２月末現在）

参考資料 パキスタン ２００８年
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◯２ 政府等主要人物（２００８年１２月末現在）

１．大統領 Asif Ali Zardari（PPP）１）

２．連邦政府閣内大臣

首相 Syed Yousaf Raza Gillani（PPP）

商業（上席大臣）

Makhdoom Amin Fahim（PPP）

逓信 Dr. Arbab Alamgir Khan（PPP）

文化 （空席）

国防（上席大臣）

Chaudhry Ahmad Mukhtar（PPP）

軍需産業 Abdul Qayyum Khan Jatoi（PPP）

経済問題・統計 （首相顧問扱い）

教育 Mir Hazar Khan Bijarani（PPP）

環境 Hameed Ullah Jan Afridi（FATA）２）

財務・歳入 （首相顧問扱い）

外務

Makhdoom Shah Mehmood Qureshi（PPP）

食糧・農業

Nazar Muhammad Gondal（PPP）

保健 Mir Ejaz Hussain Jhakrani（PPP）

住宅・公共事業

Rehmatullah Kakar（JUI−F）３）

人権 Syed Mumtaz Alam Gilani（PPP）

工業・生産

Mian Manzoor Ahmad Wattoo（PPP）

情報・放送 Ms. Sherry Rehman（PPP）

情報技術・通信 （空席）

内務 （首相顧問扱い）

州間調整 Mian Raza Rabbani（PPP）

投資 Waqar Ahmed Khan（無所属）

カシミール問題・北方地域

Qamar Zaman Kaira（PPP）

労務・人材

Syed Khursheed Ahmed Shah（PPP）

法務・司法 Farooq H. Naik（PPP）

畜産・酪農 Humayun Aziz Kurd（PPP）

地方自治体・農村開発

（退役判事）

Abdul Razzaq A. Thaheem（PML─F）４）

少数民族 Shahbaz Bhatti（PPP）

麻薬統制 Nawabzada Khawaja

Muhammad Khan Hoti（ANP）

在外パキスタン人

Dr. Muhammad Farooq Sattar（MQM）５）

議会問題 Dr. Babar Awan（PPP）

石油・天然資源

Dr. Asim Hussain（無所属）

計画開発 Makhdoom Shahab─ud─Din（PPP）

人口福祉 Dr. Firdaus Ashiq Awan（PPP）

港湾・海運 Babar Khan Ghauri（MQM）

郵政 Mir Israrullah Zehri（BNP─A）６）

民営化 Syed Naveed Qamar（PPP）

鉄道 Haji Ghulam Ahmad Bilour（ANP）

宗教問題

Sahibzada Hamid Saeed Kazmi（PPP）

科学技術

Muhammad Azam Khan Swati（JUI−F）

社会福祉・特殊教育

Samina Khalid Ghurki（PPP）

スポーツ

Pir Aftab Hussain Shah Jilani（PPP）

辺境地域 Najmuddin Khan（PPP）

特殊イニシアティブ

Lal Muhammad Khan（PPP）

繊維 Rana Muhammad Farooq

Saeed Khan（PPP）

観光 Maulana Atta─ur─Rehman（JUI─F）

水利・電力 Raja Pervaiz Ashraf（PPP）

女性開発 （空席）

青少年問題 Shahid Hussain Bhutto（PPP）

ザッカート・ウシュル

Pir Noorul Haq Qadri（FATA）

パキスタン
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３．首相顧問（連邦大臣扱い）

内務，麻薬統制担当 A. Rehman Malik

財務，歳入，経済問題，統計担当

Shaukat Fataz Ahmed Tarin

石油，天然資源担当 Dr. Asim Hussain

４．国務大臣

逓信

Chaudhry Imtiaz Safdar Waraich（PPP）

国防 Arbab Muhammad Zahir（ANP）

軍需産業 Sardar Salim Haider Khan（PPP）

教育 Ghulam Farid Kathia（PPP）

財務・経済問題

Ms. Hina Rabbani Khar（PPP）

食糧・農業 Rafique Ahmed Jamali（PPP）

外務

Nawabzada Malik Amad Khan（PPP）

保健 Muhammad Afzal Sandhu（PPP）

住宅・公共事業

Mohammad Tariq Anis（PPP）

工業・生産 Dr.Ayat Ullah Durrani（PPP）

情報・放送

Syed Sumsam Ali S. Bukhari（PPP）

内務 Tasneem Ahmed Qureshi（PPP）

カシミール問題・北方地域

Abdul Raziq（FATA）

地方自治体・農村開発 Masood Abbas（ANP）

議会問題 Ms.Mehreen Anwar Raja（PPP）

港湾・海運

Sardar Nabeel Ahmed Gabol（PPP）

鉄道 Muhammad Jadam Mangrio（PML─F）

宗教問題 Ms.Shugafta Jumani（PPP）

５．計画委員会

議長 Syed Yousaf Raza Gillani首相

副議長（連邦大臣扱い）

Sardar Aseff Ahmad Ali

６．４州知事・州首相

パンジャーブ州知事 Salman Taseer

同州首相 Muhammad Shahbaz Sharif

シンド州知事 Dr. Ishrat ul Ebad Khan

同州首相 Syed Qaim Ali Shah

北西辺境州知事 Owais Ahmed Ghani

同州首相 Amir Haider Hoti

バローチスタン州知事

Nawab Zulfiqar Ali Magsi

同州首相 Nawab M. Aslam Raisani

７．国軍要人

統合参謀本部議長 Tariq Majid（陸軍大将）

陸軍参謀長

Ashfaq Parvez Kayani（陸軍大将）

海軍参謀長 Noman Bashir（海軍大将）

空軍参謀長

Tanvir Mahmood Ahmed（空軍大将）

３軍統合情報局（ISI）長官

Ahmed Shuja Pasha（陸軍中将）

８．最高裁判所

長官 Abdul Hameed Dogar

９．法務・検察

法務長官 Latif Khosa

１０．中央銀行

総裁 Dr. Shamshad Akhtar（１２月３１日辞任）

（注）１）PPP（Pakistan People’s Party）：パキ

スタン人民党

２）FATA無党派（連邦政府直轄部族地域への

割当議席）

３）JUI─F（Jamiat Ulema─e─Islam Fazl）：イス

ラーム聖職者協会ファズルッ派

４）PML ─ F（ Pakistan Muslim League

Functional）：パキスタン・ムスリム連盟機

能派

５）MQM（Muttahida Qaumi Movement）：統

一民族運動

６）BNP ─A（Balochistan National Party

Awami）：バローチスタン民族党アワミ派

２００８年 参考資料
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主要統計 パキスタン ２００８年

１ 基礎統計１）

２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８２）

人 口（１００万人）
労 働 力 人 口（同上）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為替レート（１ドル＝ルピー）

１５０．４７
４５．９５
４．５７
７．６９
５７．５７

１５３．９６
４６．８２
９．２８
７．６９
５９．３６

１５６．７７
５０．５０
７．９２
６．２０
５９．８６

１５９．０６
５０．７８
７．７７
５．３２
６０．６３

１６１．８６
－

１２．０
－

６２．５５
（注） １）会計年度は７月１日～６月３０日。以下，同。人口，労働力人口は毎年６月３０日現在の数値，
その他は各年度平均値。２）暫定値。
（出所） Government of Pakistan, Finance Division, Economic Survey 2007/08 Statistical Supplement ;
State Bank of Pakistan, Annual Report 2007/08 .

２ 支出別国内総生産（名目価格） （単位：１００万ルピー）

２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７１） ２００７／０８２）

消 費 支 出
政 府
民 間
総 固 定 資 本 形 成
在 庫 増 減
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入
国 内 総 生 産（GDP）
海 外 純 要 素 所 得

４，６４７，１７９
４６２，４６２

４，１８４，７１７
８４４，８４７
９０，２４９
８８３，７０４
８２５，３９９

５，６４０，５８０
１２４，４７８

５，５１１，３６３
５０９，８６４

５，００１，４９９
１，１３４，９４２
１０５，２９８

１，０１９，７８３
１，２７１，６０４
６，４９９，７８２
１３４，４６１

６，５４４，５２５
８２４，３００

５，７２０，２２５
１，５６５，８３８
１２１，９７１

１，１６１，２５７
１，７７０，３８６
７，６２３，２０５
１４９，９０１

７，３４６，０７９
７９６，２０４

６，５４９，８７５
１，８５７，６２８
１３９，５７１

１，２３１，０２５
１，８５１，０８８
８，７２３，２１５
１５８，４８１

９，２７２，３０７
９２６，１０１

８，３４６，２０６
２，０９０，５４０
１６７，６５１

１，２６７，０７８
２，３１９，３８２
１０，４７８，１９４
２３３，９８６

国 民 総 生 産（GNP） ５，７６５，０５８ ６，６３２，２４３ ７，７７３，１０６ ８，８８１，６９６１０，７１２，１８０
（注） １）修正値。２）暫定値。
（出所） Government of Pakistan, Finance Division, Economic Survey 2007/08 Statistical Supplement .

３ 産業別国内総生産（要素費用表示 １９９９／２０００年度価格） （単位：１００万ルピー）

２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７１） ２００７／０８２）

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電 気 ・ ガ ス
運 輸 ・ 通 信
卸 売 ・ 小 売
金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産
行 政 ・ 国 防
サ ー ビ ス

９６４，８５３
１１１，４７３
７２７，４３９
８２，８１８
１５５，０７８
４６１，２７６
７６６，６９３
２６８，５３２
２６７，３２１
４１０，１２５

１，０２７，４０３
１２２，６２１
８４０，２４３
９８，１９０
１４６，２１４
４７７，１７１
８５８，６９５
３１６，７１５
２６８，８２６
４３７，１５２

１，０９２，０９８
１２８，２８８
９１２，９５３
１０８，１９５
１０７，３９１
４９６，０７３
８３８，４２６
４００，８７６
２９５，９５９
４８０，２１７

１，１３２，０４１
１３２，２５４
９８７，５７６
１２７，６１６
１１０，１０２
５２８，４６５
８８３，４８７
４４５，４４２
３２２，９８１
５２２，４８６

１，１４８，８７１
１３８，７７７

１，０４０，８６３
１４６，９６２
９３，８６３
５５１，８０９
９３９，７５２
５０２，３３２
３５８，１１６
５７１，４４３

国 内 総 生 産（GDP） ４，２１５，６０８ ４，５９３，２２０ ４，８６０，４７６ ５，１９２，４５０ ５，４９２，７８８
G D P 成 長 率（％） ７．４８ ８．９６ ５．８２ ６．８３ ５．７８
（注） １）修正値。２）暫定値。
（出所） 表２に同じ。
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４ 国・地域別貿易 （単位：１００万ルピー）

２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

OECD 諸 国
ア メ リ カ
日 本

イスラーム諸国
会議機構（OIC）諸国
サウジアラビア

SAARC 諸 国
ASEAN 諸 国
その他の地域
中 国

４７１，６８６
２０４，４２６
９，７５８

１８７，０７５

２０，９３７
３８，９２７
１７，９９２
１３８，４０８
２１，０２７

４２４，８７６
９２，８１４
８６，０４６

３５６，８１８

１４７，１６７
３９，２１４
１２２，１６１
２８０，０１０
１０９，３９１

５２９，９８７
２５０，９９０
７，６６８

２２９，４１８

１９，７１０
４３，５０３
１６，６１４
１６５，３１９
２７，７７３

５５４，５１１
９９，２２０
１１０，１７５

５７７，２２７

１７９，２５８
５６，４１１
１６０，８４９
３６２，１６０
１６１，９９１

５５３，７７１
２５３，５８４
７，５２４

２２２，５３３

１７，３５０
４９，１７５
１９，９４１
１８３，８９２
３４，９２７

５８３，８５１
１３９，４５３
１０５，４８４

５９１，９２８

２１１，７５１
８２，５１５
１７６，０６９
４１７，４４３
２１４，２７５

５７７，１８４
２３２，７５８
８，５８５

３３６，９６６

２３，９８１
５１，１５１
２３，９５２
２０７，３８５
４３，１６４

６６４，１００
１５３，２７８
１１４，５１０

８７７，８３２

３３６，５９０
１１５，１５１
２５９，８３８
５９５，１５１
２９４，６８４

合 計１） ８５４，０８８１，２２３，０７９ ９８４，８４１１，７１１，１５８１，０２９，３１２１，８５１，８０６１，１９６，６３８２，５１２，０７２

（注） １）再輸出／輸入を除く。
（出所） 表２に同じ。

５ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８
経 常 収 支
貿 易 収 支
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入
所 得 収 支
移 転 収 支

１，８１１
－２，５９４
１５，１０３
１７，６９７
－２，２０７
６，６１２

－１，５３４
－７，８０７
１７，８０１
２５，６０８
－２，３８６
８，６５９

－４，９９０
－１２，８７１
２０，３２２
３３，１９３
－２，６６７
１０，５４８

－６，８７８
－１３，８８１
２１，４１８
３５，２９９
－３，５８２
１０，５８５

－１４，０３６
－２１，６０２
２３，７１２
４５，３１４
－３，９０９
１１，４７５

資 本 金 融 収 支
直 接 投 資
証 券 投 資
そ の 他
外 貨 準 備 増 減（－増）
誤 差 脱 漏

－１，９７８
９０６
３１４

－２，８９９
－２９９
２２２

１，５９６
１，４５９
６２０

－１，０９３
６１０
－７

４，７９２
３，４５０
９８６

１，４９２
－１，１３６
２５３

６，６１９
５，０２６
３，２８３
１，８５８
－３，５４８
１５９

１３，５３３
５，０７８
３６

２，７４９
５，６７０
５０３

（出所） State Bank of Pakistan, Annual Report 2007/08 .

６ 国家財政 （単位：１００万ルピー）

２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８１）

連邦政府・全４州総財源
連邦政府・全４州総支出
連邦政府・全４州財政赤字総計

７９４，０００
９５６，０００
１３０，０００

９００，０１４
１，１１６，９８１
２１６，９６７

１，０７６，６００
１，４０１，９００
３２５，３００

１，２９７，９５７
１，７９９，９６８
３７７，５０１

１，４９９，３８０
２，２７６，５４９
７７７，１６９

赤 字 補 填 手 段
海 外 借 入
国 内 非 銀 行 借 入
国 内 銀 行 借 入
民 営 化

－５，９００
６１，０００
６３，６９０
１１，２１０

１２０，４３２
８，０５０
６０，１７９
２８，３２７

１４８，９００
８，１００
７０，９００
９７，３００

１４７，１５０
５６，９０５
１０１，９８２
７１，４６４

１５１，３１１
１０４，３０２
５１９，９０６
１，６５０

（注） １）修正見積値。
（出所） 表２に同じ。

２００８年 主要統計

５６６
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